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  （百万円未満切捨て）
１．平成27年９月期の連結業績（平成26年10月１日～平成27年９月30日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年９月期 37,270 1.7 2,407 14.2 1,682 16.9 △3,666 － 

26年９月期 36,655 0.0 2,108 △8.7 1,439 2.2 1,482 △33.0 
 
（注）包括利益 27年９月期 △3,671 百万円 （－％）   26年９月期 1,474 百万円 （△35.1％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
27年９月期 △206.93 － △62.8 3.7 6.5 
26年９月期 76.74 70.64 15.9 2.9 5.8 

 
（参考）持分法投資損益 27年９月期 106 百万円   26年９月期 188 百万円 
（注）当社は、平成26年４月１日付で普通株式及びＡ種優先株式を１株につき10株の割合で株式分割を行っております。

これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び潜在株式調
整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年９月期 43,492 2,011 4.5 143.17 
26年９月期 48,551 9,763 20.0 577.23 

 
（参考）自己資本 27年９月期 1,963 百万円   26年９月期 9,716 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

27年９月期 2,800 △744 △1,985 2,602 
26年９月期 2,605 △185 △2,978 2,529 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
26年９月期 － 0.00 － 10.00 10.00 137 13.0 1.8 
27年９月期 － 0.00 － 12.00 12.00 164 － 3.3 

28年９月期（予想） － 0.00 － 12.00 12.00   15.2   
 
３．平成28年９月期の連結業績予想（平成27年10月１日～平成28年９月30日） 
  （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 39,000 4.6 2,700 12.1 2,300 36.7 1,400 － 79.01 
 



 

※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    
新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    
 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年９月期 14,198,060 株 26年９月期 14,198,060 株 

②  期末自己株式数 27年９月期 485,157 株 26年９月期 482,987 株 

③  期中平均株式数 27年９月期 17,719,330 株 26年９月期 19,317,012 株 

（注）１．期中平均株式数の算定には、Ａ種優先株式を普通株式と同等の株式として含めております。 
２．当社は、平成26年４月１日付で普通株式及びＡ種優先株式を１株につき10株の割合で株式分割を行って

おります。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、発行済株式数
（普通株式及びＡ種優先株式）を算定しております。 

 

（参考）個別業績の概要 

１．平成27年９月期の個別業績（平成26年10月１日～平成27年９月30日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年９月期 4,275 0.2 1,309 20.6 2,790 775.5 3,951 607.5 
26年９月期 4,267 △2.3 1,086 △5.0 318 482.3 558 △84.8 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
27年９月期 223.02 － 
26年９月期 28.92 26.32 

（注）当社は、平成26年４月１日付で普通株式及びＡ種優先株式を１株につき10株の割合で株式分割を行っております。
これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び潜在株式調
整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

27年９月期 44,291 7,901 17.8 575.52 
26年９月期 43,280 8,029 18.5 453.51 

 
（参考）自己資本 27年９月期 7,892 百万円   26年９月期 8,019 百万円 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、連結財務

諸表に対する監査手続が実施中です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご

覧ください。 



種類株式の配当の状況 

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

Ａ種優先株式 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

26年９月期 － 0.00 － 10.00 10.00 

27年９月期 － 0.00 － 0.00 0.00 

28年９月期（予想） － － － － － 

（注）１．Ａ種優先株式の１株当たり年間配当額は定款の定めに従い普通株式の配当と同額で算出しております。 

２．平成27年７月６日付でＡ種優先株式の全株式を消却いたしました。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当連結会計年度（平成26年10月１日から平成27年９月30日まで）におけるわが国の経済は、政府による経済政策

や日本銀行による金融緩和を背景に、企業収益の改善や設備投資の増加、雇用情勢の改善等、景気は緩やかな回復

基調が続きました。一方、個人消費につきましては、一部持ち直しの動きも見られましたが、消費税増税以降の消

費マインドの冷え込みや円安による輸入原材料価格の上昇やそれに伴う物価上昇等の影響から、依然として先行き

不透明な状況で推移いたしました。 

このような環境の下、当社グループは、平成27年９月期からの「第２次中期経営計画」を策定し、新たな事業成

長に向けた取組みを実行してまいりました。 

当連結会計年度におきましても引き続き、中期経営計画の成長戦略である賃貸住宅仲介業店舗数Ｎｏ.１を誇る

「アパマンショップ」ブランドの最大限の活用や、本業と位置づけている斡旋事業とプロパティ・マネジメント事

業のシナジーによる事業の強化・拡大を図ってまいりました。 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高372億70百万円（前年同期比1.7％増）、営業利益24億７百万円

（前年同期比14.2％増）、経常利益16億82百万円（前年同期比16.9％増）、当期純損失36億66百万円（前年同期14

億82百万円の当期純利益）となりました。 

 

事業のセグメント別業績は次のとおりであります。 

 

（斡旋事業） 

賃貸斡旋を直営店で展開する賃貸斡旋業務は、主に連結子会社である㈱アパマンショップリーシングが担当して

おります。当連結会計年度末で同社が運営する直営店は、契約ベースで95店舗（前年同期比６店舗増）となり、当

該事業の収益の核として成長しております。当連結会計年度では、各種キャンペーンの推進、ＷＥＢサイトへの適

正かつ情報量を充実させた物件掲載による集客や、本部が推進する関連サービス商品（インターネット回線・保険

等の取次ぎ、消臭除菌剤、簡易消火器具の販売等）を積極的に展開してまいりました。 

一方、賃貸斡旋をフランチャイズで展開する賃貸斡旋ＦＣ業務は、連結子会社である㈱アパマンショップネット

ワークが担当しており、賃貸住宅仲介業店舗数における「業界Ｎｏ.１」の不動産情報ネットワーク「アパマンシ

ョップ」を最大の強みとし、当連結会計年度の賃貸斡旋加盟契約店舗数で1,159店舗（直営店含む・加盟契約ベー

ス、前年同期比27店舗増）を展開しております。 

当連結会計年度は、前連結会計年度に引き続き、ＦＣ加盟店への集客対策として全国統一施策を実施しておりま

す。まず、平成26年11月より、世界的にも人気の高いスペインプロサッカーチームのＦＣバルセロナとスポンサー

契約を締結し、ＦＣバルセロナを起用した大型プロモーションを実施しました。また、プロモーションの一環とし

て、平成26年12月より、ＦＣバルセロナを起用した新ＣＭの放送を開始いたしました。更に、ＦＣバルセロナのオ

リジナルグッズをプレゼントするキャンペーンを実施しました。 

その他にも、「高橋洋子 直筆サイン入りＣＤプレゼントキャンペーン」や物件の問い合わせをされた方の中か

ら抽選で「バケモノの子」や「ＧＡＭＢＡ ガンバと仲間たち」のグッズをプレゼントする「ワクワク☆映画キャ

ンペーン」等、集客対策の各種キャンペーンを引き続き実施し、幅広いお客様層へのアパマンショップブランドの

訴求、反響数の拡大を図っております。 

また、㈱ロイヤリティマーケティングとの提携により、店頭でのご来店、ご成約時にＰｏｎｔａポイントを付与

するサービス、特定物件において、毎月の家賃支払時にＰｏｎｔａポイントが付与されたり、ご成約時に特別Ｐｏ

ｎｔａポイントとして通常より多くポイントが付与される「アパマンＰｏｎｔａ部屋」や㈱ベネフィット・ワンと

の提携により15万件ものお得なサービス提供に加え、様々な機能を満載した入居者向けポータルサイト「アパマン

友の会」のサービスも引き続き展開しております。

更に、ＦＣ加盟店に対しましては、地域別に配置した加盟店支援スタッフ（ＯＦＣ：オペレーションフィールド

カウンセラー）による店舗訪問、経営幹部も参加するＦＣ加盟企業との会議を全国で定期的に開催、外部講師も交

えた様々な勉強会を実施する等、ＦＣ加盟店代表者及び現場スタッフとのコミュニケーション強化並びに前述のキ

ャンペーンも含めたサービスの浸透・店舗スタッフのサービス向上を引き続き強化いたしました。研修サービスに

おきましては、ＯＦＣによる店舗指導、直営店での店長研修に加え、合宿型の集合研修や斡旋実務に店舗経営の部

分まで踏み込んだ加盟店向け営業利益コンサルティングサービス等を実施し、研修制度の充実と店舗スタッフのサ

ービス向上に引き続き取り組んでおります。 

 

その他、アパマンショップトータルシステム（ＡＴＳ）におきましては、店舗における賃貸斡旋業務をサポート

するアパマンショップオペレーションシステム（ＡＯＳ）の登録物件数が当連結会計年度で12,780,284件（前年同

期比2,135,903件増）となりました。 
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その結果、当連結会計年度の斡旋事業の売上高は113億21百万円（前年同期比2.1％増）、営業利益は20億86百万

円（前年同期比1.7％増）となりました。 

 

（プロパティ・マネジメント事業） 

賃貸管理業務及びサブリース業務は、主に連結子会社である㈱アパマンショップリーシング及び㈱アパマンショ

ップサブリースが担当しております。引き続き入居率向上や原価低減策の収益性の向上への取組みを強化するとと

もに、保険の月額払い、24時間駆付けの月額商品の販売開始や家賃保証の内製化等、関連サービス業務の拡大にも

努めてまいりました。また、「アパマンショップ」で展開する各種キャンペーンを活用したインターネット回線等

の設置、生活関連商品販売の提案等、不動産オーナーへの訪問活動及び管理戸数拡大に向けた営業活動を強化・推

進する等、取引拡大及び満足度向上を図るとともに、物件管理組織体制の見直し・強化を図り、サービスと収益の

向上に注力いたしました。 

当連結会計年度末の管理戸数は合計63,492戸（前年同期比3,066戸増（管理戸数内訳：賃貸管理戸数35,851戸、

サブリース管理戸数27,641戸））となりました。 

その結果、当連結会計年度のプロパティ・マネジメント事業の売上高は236億58百万円（前年同期比0.0％

増）、営業利益は13億円（前年同期比24.5％増）となりました。 

 

（ＰＩ・ファンド事業） 

投資不動産業務は、当社グループが保有している不動産の入居率向上及び経費削減等により、収益性の向上に努

めてまいりました。 

なお、本事業におきましては、保有不動産の売却を行ってきており、当該事業規模は縮小しております。 

その結果、当連結会計年度のＰＩ・ファンド事業の売上高は19億38百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は

１億21百万円（前年同期８百万円の営業損失）となりました。 

 

（その他事業） 

その他事業については、本業に関連した事業としてコインパーキング事業、ＳＯＨＯ事業、自販機事業や登録

センター等の規模の拡大、収益性の向上に努めてまいりました。 
その結果、当連結会計年度のその他事業の売上高は11億56百万円（前年同期比68.5％増）、営業損失は２億６

百万円（前年同期77百万円の営業損失）となりました。 

 

②次期の見通し

当社グループは、更なる成長を目的とした平成28年９月期から平成33年９月期までの５ヶ年の中期経営計画を新

たに策定しております。平成28年９月期におきましても、引き続き本業及び関連事業の内製化及び規模拡大による

本業の事業成長と財務体質の強化を推進してまいります。 

「本業での事業成長」については次の施策を実施してまいります。 

斡旋事業におきましては、賃貸斡旋業務（直営店）における店舗の積極出店、内製化による規模の拡大やコスト

削減、ＦＣ加盟店へのサービスの拡充を図ってまいります。賃貸斡旋業務（直営店）では、立地やマーケティング

の精査を行いながらも、収益性の確保できる店舗の出店を引き続き推進するとともに、関連サービス商品の販売の

強化、並びに効率的な店舗オペレーションの更なる追求等を進め、収益獲得の機会を増やし、ＦＣ加盟店の模範と

なる店舗を引き続き目指してまいります。賃貸斡旋ＦＣ業務では、ＦＣ加盟店の賃貸斡旋件数及び賃貸管理戸数の

拡大を支援するため、「他社を圧倒的に引き離す反響獲得」をテーマとした各種キャンペーンを継続的に実施いた

します。また、ＦＣ本部と直営店による各種研修、アパマンショップトータルシステム（ＡＴＳ）の提供、メール

マガジンやランキングブック等による情報提供並びにコンプライアンスに対する啓蒙活動等、ＦＣ加盟店へのサー

ビス向上施策を継続して取り組んでまいります。更に、賃貸業界Ｎｏ.１のブランド力とネットワークを活用し、

住生活に関する様々な商品やサービスの開発や提供に取り組んでまいります。 

プロパティ・マネジメント事業におきましては、管理物件の入居率、内製化や貸し方の多様化による収益性の向

上への取組みを重視するとともに、不動産オーナーとのコミュニケーションの徹底、直営店や協力業者との関係強

化、社員教育、新商品販売、管理戸数の拡大に向けた営業体制の強化を継続して取り組んでまいります。 

ＰＩ・ファンド事業におきましては、リーシング活動の強化や物件リニューアル等の入居率向上施策を推進し、

保有不動産からの家賃収入を中心として収益向上に努めてまいります。 

以上により、通期の業績につきましては、連結売上高390億円（前年同期比4.6％増）、営業利益27億円（前年同

期比12.1％増）、経常利益23億円（前年同期比36.7％増）、当期純利益14億円（前年同期36億円の当期純損失）を

予定しております。 
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（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債、純資産の状況

（流動資産）

当連結会計年度末における流動資産の残高は65億92百万円（前連結会計年度末比５百万円の増加）となりまし

た。これは主に、受取手形及び売掛金並びに未収入金の増加等によるものであります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産の残高は368億99百万円（前連結会計年度末比50億64百万円の減少）となり

ました。これは主に、繰延税金資産及びのれんの減少等によるものであります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債の残高は81億68百万円（前連結会計年度末比10億円68百万円の増加）となり

ました。これは主に、家賃預り金及び仮受金の増加等によるものであります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債の残高は333億11百万円（前連結会計年度末比16億23百万円の増加）となり

ました。これは主に、長期借入金及び繰延税金負債の増加等によるものであります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産の残高は20億11百万円（前連結会計年度末比77億51百万円の減少）となりまし

た。これは主に、自己株式の取得及び消却によるものであります。

 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度と比べて73百万円増加し、26億２百

万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による収入は28億円（前年同期比7.5％増）となりました。この主な要因は、利息の支払額１億80百万

円の減少、税金等調整前当期純利益の増加等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による支出は７億44百万円（前年同期比307.1％増）となりました。この主な要因は、無形固定資産の

取得による支出２億72百万円の増加、貸付による支出１億50百万円の増加等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による支出は19億85百万円（前年同期比33.3％減）となりました。この主な要因は、長期借入れによる

収入285億51百万円の増加、長期借入金の返済による支出248億７百万円の増加、自己株式の取得による支出30億68

百万円の増加等によるものであります。
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③キャッシュ・フロー指標のトレンド

  平成24年９月期 平成25年９月期 平成26年９月期 平成27年９月期

自己資本比率（％） 12.7 17.9 20.0 4.5

時価ベースの自己資本比率（％） 4.9 11.2 18.9 14.7

債務償還年数（年） 10.5 10.9 11.2 11.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
4.0 3.6 4.0 6.0

 
自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

※有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。

 

（３）利益配分に関する基本的方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題と位置付けており、業績の進展等を勘案しながら利益還元に努

めることを基本方針としております。また、内部留保金につきましては、財務体質の強化と今後の事業展開に備え

確保し、将来にわたる株主利益の向上に努めていく所存であります。 

剰余金の配当につきましては年１回、期末配当にて行っておりますが、定款において毎年３月31日を基準日とし

て中間配当を行うことができる旨定めており、業績及び財務状況を踏まえて中間配当も行うものとしております。

また、当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行なうことが

できる。」旨定款に定めているため、これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。 

当期におきましては、上記の方針に基づき、１株当たり12円の期末配当を行うこととしております。 

また、翌事業年度につきましては、業績予想を踏まえ１株当たり12円での株式の期末配当を予定しております。 
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２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社グループの経営理念は、「ネットワークを通じ業界の質的向上に貢献する」、「加盟店の収益向上と株主へ

の利益還元を実現する」であります。 

当社グループの創業以来の本業であります斡旋事業、プロパティ・マネジメント事業を中心に、ＰＩ・ファンド

事業及びその他事業を推進することで「入居者・ＦＣ加盟店・不動産オーナー・投資家」のニーズに応じた質の高

い各種サービスを提供し、当社グループの事業規模の拡大と利益の向上に努めてまいります。 

 

（２）目標とする経営指標

当社グループは、「①安定的な収益力の向上」並びに「②財務体質の強化」を最大の経営課題と捉えており、次

の指標を重視してまいります。 

①安定的な収益力の向上 

本業と位置付ける「斡旋事業」及び「プロパティ・マネジメント事業」の売上高及び営業利益の安定的拡大を

重視してまいります。 

②自己資本の充実と有利子負債の削減 

各事業の収益性向上等による、自己資本比率の向上を重視してまいります。また、それに伴い、有利子負債の

削減を進め、ＥＢＩＴＤＡ倍率の改善を図ってまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、斡旋事業、プロパティ・マネジメント事業、ＰＩ・ファンド事業並びにその他事業を展開して

おります。 

圧倒的認知度を誇る「アパマンショップ」ブランドや全国に広がる不動産情報ネットワークを最大限活用し、入

居者・ＦＣ加盟店・不動産オーナー・投資家のニーズに対し、当社グループの総合力を活かしたトータルサービス

及びクロスサービスを提供してまいります。 

引き続き、本業である斡旋事業及びプロパティ・マネジメント事業に経営資源を集中し、更には財務基盤の健全

化を推進することで、一定規模の営業利益を継続的に確保できる企業体を目指し、企業価値の向上を図ってまいり

ます。 

 

（４）会社の対処すべき課題

近年、賃貸斡旋及びプロパティ・マネジメント業界は、企業間の競争が激しさを増しております。そのような業

界の中にあって当社グループは、賃貸住宅仲介業店舗数において「業界Ｎｏ.１」の賃貸斡旋ネットワーク「アパ

マンショップ」を展開しております。圧倒的なブランド力を持つ当社グループは自社の経営資源を最大限に活用

し、お客様の期待値を超えた「お客様に感動を与えるサービス」の提供を目指しております。具体的には、キャン

ペーンの企画・推進、ＦＣ加盟店への各種サービス、リーシング力（賃貸斡旋の営業力）、不動産管理ノウハウ、

システムサポート力、社内人材育成等の強化、ＷＥＢ掲載物件情報の更なる精度向上等に引き続き取り組んでまい

ります。 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、国内の同業他社との比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本基準を適用してお

ります。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当連結会計年度 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,535 2,609 

受取手形及び売掛金 1,411 1,494 

商品 31 50 

原材料及び貯蔵品 120 133 

短期貸付金 14 40 

繰延税金資産 1,276 711 

その他 1,230 1,589 

貸倒引当金 △34 △37 

流動資産合計 6,587 6,592 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,542 5,272 

土地 11,573 11,573 

その他（純額） 225 331 

有形固定資産合計 17,342 17,178 

無形固定資産    

のれん 12,701 11,577 

その他 449 761 

無形固定資産合計 13,150 12,338 

投資その他の資産    

投資有価証券 2,385 2,456 

長期貸付金 42 118 

敷金及び保証金 2,066 2,037 

繰延税金資産 6,796 2,606 

その他 891 905 

貸倒引当金 △710 △741 

投資その他の資産合計 11,471 7,382 

固定資産合計 41,964 36,899 

資産合計 48,551 43,492 

負債の部    

流動負債    

買掛金 804 860 

短期借入金 － 500 

1年内返済予定の長期借入金 2,066 2,347 

未払法人税等 146 237 

賞与引当金 5 19 

賃貸管理契約損失引当金 19 12 

その他 4,058 4,191 

流動負債合計 7,100 8,168 

 

㈱アパマンショップホールディングス（8889）平成27年9月期　決算短信

-7-



 

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当連結会計年度 

(平成27年９月30日) 

固定負債    

長期借入金 26,917 28,294 

繰延税金負債 － 233 

賃貸管理契約損失引当金 10 14 

退職給付に係る負債 110 129 

資産除去債務 116 114 

長期預り敷金 1,669 1,611 

長期預り保証金 2,706 2,715 

その他 156 199 

固定負債合計 31,687 33,311 

負債合計 38,788 41,480 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,311 7,311 

資本剰余金 2,863 113 

利益剰余金 2,233 △3,582 

自己株式 △2,714 △1,894 

株主資本合計 9,694 1,948 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 18 8 

為替換算調整勘定 3 6 

その他の包括利益累計額合計 22 15 

新株予約権 9 9 

少数株主持分 36 38 

純資産合計 9,763 2,011 

負債純資産合計 48,551 43,492 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 36,655 37,270 

売上原価 26,433 26,362 

売上総利益 10,221 10,907 

販売費及び一般管理費 8,113 8,500 

営業利益 2,108 2,407 

営業外収益    

受取利息 4 1 

受取配当金 1 0 

金利スワップ評価益 29 27 

持分法による投資利益 188 106 

雑収入 37 29 

営業外収益合計 260 164 

営業外費用    

支払利息 644 493 

支払手数料 178 326 

株式交付費 1 － 

匿名組合投資損失 － 19 

雑損失 105 50 

営業外費用合計 929 889 

経常利益 1,439 1,682 

特別利益    

固定資産売却益 57 － 

投資有価証券売却益 2 － 

債務免除益 44 － 

その他 1 － 

特別利益合計 105 － 

特別損失    

固定資産売却損 45 － 

固定資産除却損 13 27 

減損損失 77 1 

投資有価証券売却損 0 － 

店舗閉鎖損失 10 17 

持分変動損失 27 12 

リース解約損 2 1 

その他 4 0 

特別損失合計 180 61 

税金等調整前当期純利益 1,363 1,621 

法人税、住民税及び事業税 235 298 

法人税等調整額 △353 4,988 

法人税等合計 △118 5,286 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
1,482 △3,665 

少数株主利益 0 1 

当期純利益又は当期純損失（△） 1,482 △3,666 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調

整前当期純損失（△） 
1,482 △3,665 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △11 △9 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 △1 

為替換算調整勘定 4 4 

その他の包括利益合計 △8 △6 

包括利益 1,474 △3,671 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 1,473 △3,673 

少数株主に係る包括利益 0 1 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,217 6,821 △2,644 △2,434 8,960 

当期変動額           

新株の発行 93 93     187 

剰余金の配当   △195     △195 

欠損填補   △3,395 3,395   － 

当期純利益     1,482   1,482 

自己株式の取得       △820 △820 

自己株式の処分   △460   541 80 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

自己株式の消却           

利益剰余金から資本剰余金
への振替           

当期変動額合計 93 △3,957 4,877 △279 734 

当期末残高 7,311 2,863 2,233 △2,714 9,694 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘定 その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 15 － 15 10 44 9,032 

当期変動額             

新株の発行           187 

剰余金の配当           △195 

欠損填補           － 

当期純利益           1,482 

自己株式の取得           △820 

自己株式の処分           80 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

3 3 6 △1 △8 △3 

自己株式の消却             

利益剰余金から資本剰余金
への振替             

当期変動額合計 3 3 6 △1 △8 730 

当期末残高 18 3 22 9 36 9,763 
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当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 7,311 2,863 2,233 △2,714 9,694 

当期変動額           

新株の発行           

剰余金の配当     △190   △190 

欠損填補           

当期純損失（△）     △3,666   △3,666 

自己株式の取得       △3,889 △3,889 

自己株式の処分   △2   2 0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

自己株式の消却   △4,706   4,706 － 

利益剰余金から資本剰余金
への振替   1,958 △1,958   － 

当期変動額合計 － △2,750 △5,815 819 △7,746 

当期末残高 7,311 113 △3,582 △1,894 1,948 

 

             

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券
評価差額金 為替換算調整勘定 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 18 3 22 9 36 9,763 

当期変動額             

新株の発行             

剰余金の配当           △190 

欠損填補             

当期純損失（△）           △3,666 

自己株式の取得           △3,889 

自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △10 3 △7   1 △5 

自己株式の消却           － 

利益剰余金から資本剰余金
への振替           － 

当期変動額合計 △10 3 △7 － 1 △7,751 

当期末残高 8 6 15 9 38 2,011 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,363 1,621 

減価償却費 535 579 

のれん償却額 1,142 1,154 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △38 35 

賞与引当金の増減額（△は減少） 1 13 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △97 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 110 19 

受取利息及び受取配当金 △5 △1 

支払利息 644 493 

持分変動損益（△は益） 27 12 

持分法による投資損益（△は益） △188 △106 

株式交付費 1 － 

固定資産除却損 13 27 

減損損失 77 1 

店舗閉鎖損失 10 17 

債務免除益 △44 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △2 － 

金利スワップ評価損益（△は益） △29 △27 

有形固定資産売却損益（△は益） △11 － 

売上債権の増減額（△は増加） △57 △77 

たな卸資産の増減額（△は増加） 7 △27 

仕入債務の増減額（△は減少） △8 46 

未払金の増減額（△は減少） △180 △33 

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △127 △49 

その他 416 △281 

小計 3,561 3,418 

利息及び配当金の受取額 5 49 

利息の支払額 △645 △464 

法人税等の支払額 △315 △202 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,605 2,800 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △3 － 

定期預金の払戻による収入 74 － 

有形固定資産の取得による支出 △275 △120 

有形固定資産の売却による収入 245 0 

無形固定資産の取得による支出 △196 △468 

無形固定資産の売却による収入 0 － 

投資有価証券の取得による支出 △79 △36 

投資有価証券の売却による収入 37 － 

出資金の払込による支出 △10 △10 

関係会社株式の取得による収入 － 8 

出資金の回収による収入 6 － 

貸付けによる支出 － △150 

貸付金の回収による収入 19 17 

敷金及び保証金の払込による支出 △35 △9 

敷金及び保証金の回収による収入 62 42 

その他 △30 △19 

投資活動によるキャッシュ・フロー △185 △744 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 500 3,672 

短期借入金の返済による支出 △500 △3,172 

長期借入れによる収入 1,468 30,019 

長期借入金の返済による支出 △3,571 △28,379 

新株式の発行による支出 △1 － 

新株予約権の行使による株式の発行による収入 186 － 

自己株式の取得による支出 △820 △3,889 

配当金の支払額 △193 △189 

その他 △45 △46 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,978 △1,985 

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 2 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △554 73 

現金及び現金同等物の期首残高 3,083 2,529 

現金及び現金同等物の期末残高 2,529 2,602 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消

が見込まれる一時差異等については33.1％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一

時差異等については、32.3％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は469百万円減少し、法人税等

調整額が469百万円増加しております。 

また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100

分の65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に

控除限度額が改正されたことに伴い、繰延税金資産の金額は987百万円減少し、法人税等調整額は987百万円増加して

おります。 
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（セグメント情報等）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社にサービス別の事業本部を置き、各事業本部は、サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を

立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「斡旋事業」、「プ

ロパティ・マネジメント事業」及び、「ＰＩ・ファンド事業」の３つを報告セグメントとしております。

「斡旋事業」は、賃貸斡旋を直営店及びＦＣ（フランチャイズ）方式で展開しております。「プロパティ・マネ

ジメント事業」は、賃貸管理及びサブリースを展開しております。「ＰＩ・ファンド事業」は、ファンドを含む当

社グループ保有不動産を運用しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの金額であります。セグメント間の内

部利益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度 （自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

連結財務諸
表計上額
（注）３   斡旋事業 

プロパテ
ィ・マネ
ジメント

事業 

ＰＩ・ 
ファンド
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 10,604 23,607 1,793 36,006 649 36,655 － 36,655 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
483 34 42 560 36 597 △597 － 

計 11,088 23,642 1,836 36,566 686 37,252 △597 36,655 

セグメント利益又は損失

（△） 
2,050 1,044 △8 3,085 △77 3,008 △900 2,108 

セグメント資産 8,311 10,165 24,529 43,005 2,584 45,589 2,961 48,551 

その他の項目                

減価償却費 278 12 214 505 12 518 17 535 

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
368 7 108 483 － 483 － 483 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パーキング業務・ＳＯＨＯ

業務等を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額△900百万円は、主に報告セグメントに帰属しない本社費

用であります。

（２）セグメント資産の調整額2,961百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産であり

ます。

（３）減価償却費の調整額17百万円は、主に全社資産にかかる償却費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度 （自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日） 

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

連結財務諸
表計上額
（注）３   斡旋事業 

プロパテ
ィ・マネ
ジメント

事業 

ＰＩ・ 
ファンド
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 10,834 23,635 1,741 36,211 1,059 37,270 － 37,270 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
487 23 197 707 97 805 △805 －

計 11,321 23,658 1,938 36,918 1,156 38,075 △805 37,270 

セグメント利益又は損失

（△） 
2,086 1,300 121 3,509 △206 3,302 △895 2,407 

セグメント資産 6,046 10,872 21,045 37,964 2,690 40,655 2,836 43,492

その他の項目                

減価償却費 295 11 225 532 23 556 23 579

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 
638 32 83 754 － 754 － 754

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パーキング業務・ＳＯＨＯ

業務等を含んでおります。

２．調整額は以下のとおりであります。

（１）セグメント利益又は損失（△）の調整額△895百万円は、主に報告セグメントに帰属しない本社費

用であります。

（２）セグメント資産の調整額2,836百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社資産であり

ます。

（３）減価償却費の調整額△23百万円は、主に全社資産にかかる償却費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

  前連結会計年度
（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり純資産額 577.23円 143.17円

１株当たり当期純利益金額又は当期純

損失金額（△）
76.74円 △206.93円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
70.64円 －円

（注）１．当社は、平成26年４月１日付で普通株式及びＡ種優先株式を１株につき10株の割合で株式分割を行っておりま

す。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当

たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

２．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）    

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 1,482 △3,666

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（百

万円）
1,482 △3,666

期中平均株式数（株） 19,317,012 17,719,330

普通株式 13,469,250 13,713,739 

普通株式と同等の株式：Ａ種優先株式 5,847,761 4,005,591

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円）

（関連会社における新株予約権が権利行使された場合

の、親会社持分比率変動によるもの）

16 －

普通株式増加数（千株） 1,907 －

（うち新株予約権（千株）） 1,907 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要
－ －

（注）Ａ種優先株式は剰余金の配当請求権について普通株式と同等の権利を有しているため、普通株式と同等の株式とし

ております。

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末

（平成26年９月30日）
当連結会計年度末
（平成27年９月30日）

純資産の部の合計額（百万円） 9,763 2,011

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 1,846 48

（うちＡ種優先株式払込金額） (1,800) (－)

（うち新株予約権） (9) (9)

（うち少数株主持分） (36) (38)

普通株式に係る当連結会計年度末の純資産額（百万円） 7,916 1,963

期末の普通株式の数（株）（自己株式控除後） 13,715,073 13,712,903
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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